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法人税(特 に税務会計)と 企業会計の相互関係

(統合か別の道かr)

川 田 剛

しか し、近年におけ る商法改正及び会計 ビッグバ ン等に目 次

よる企業会計の激変等により、両者の間に微妙 なきしみが

は じめに 生 じ始めている。

1.法 人税への公正妥当な会計処理基準規定の導入 そこで、本稿では、両者の関係について従来の経緯:、及

2.そ の後の流れ及び最近生 じている問題点 び最近の動 き等 をふまえつつ、今後における方向等につい

(1)リ ース取引'て 若干の考察を加 えてみることとしたい。

(2)デ リバティブ取引

(3)不 良側観 理1.法 人税 へ の公 正 妥 当 な会 計処 理 基準

(4)金庫株 規 定 の導 入

(5)税 効果会計

(6)株 式交換 法人税は、国税 として国税が導入された明治32年(1899

(7)'連 結納税制度の採用 年)以 来、長い間、個人所得税 と同 じく財産法的な考え方

3.法 人税 と企業会計 との今後の関係(あ るべ き姿を求め により課税標準の計算が行われてきた。特に、第二次大戦

て)前 においては、課税公平等の原則か ら、民商法に依存 した

「権利確定主義」的な考 えがそのベースとなっていた。注2

は じめ に そのため、所得の算定にあたって も、例 えば民法、ある

いは商法など法律の分野でどのように取 り扱われているか

法人税の課税標準は、原則 として各事業年度の所得であ が、法人の所得計算においても極めて重要なポイン トとさ

る(注1>。そして、その計算は、企業会計によって算出される れてきた。

利益 をベースとしつつ、それに所要の調整又は修正 を加え しかし、第二次大戦後、公開企業 を中心とした会計処理

たところで計算することとされている。(法人税法21条 、22の あ り方について、経済安定本部 を中心に議論がなされ、

条)注1昭 和27年6月 には同本部の企業会計基準審議会か ら、「税法

また、各事業年度の収益及び費用、損失の計算にあたっ と企業会計原則との調整に関す る意見書(小 委員会報告)」

ては、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に従 が公表 された。注3

って計算されることとなっている。(同 法22条 第4項)そ こでは、「企業の損益計算において算定 される毎期の純

このように、現行の法人税は、企業会計 と密接な関係を 利益 と租税 目的のために算定 される課税所得 との間に差異

持つ形で成 り立っている。そのため、法人税の課税標準を の生 じずることは、実際においては免れない。」注4としなが

計算:する会計、いわゆる税務会計 と称される分野 も、企業 らも、「公正妥当な会計原則に従って算定される企業の純利

会計 をベースにしつつ、それを一部修正す る形のもの とし 益」は、「課税所得の根幹」 をなす ものであり、「税法上 に

て認識 されてきた。 おける企業の所得概念」は、「企業の利益 から誘導されたも

(注1)そ のほか、①各連結事業年度の連結所得に対する法人税、②特定信託の所得に対する法人税、③退職年金等積立金に対する法

人税、④清算所得に対する法人税がある。

注2こ の調整過程は、法人税申告書別表4及 び別表5に よって行われている。

注3こ の辺の経過の詳細については、税務研究会 「戦後法人税制史」が要領良くまとめている。

注4昭 和26年6月16日 付、経済安定本部企業会計基準審議会(企 業会計審議会の前身)中 間報告 「税法と企業会計原則 との調整に関

する意見書(小 委員会報告)」
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のであることを認めなければならない。」として、税法にお いよう、次のような措置を検討することが必要 である。注9」

ける所得計算の基本概念 も、突極において一般 に公正妥当 また、そこでは、具体的提案 として、次の様な提案が

と認め られる会計原則に根拠を求めなければならない、 と なされていた。

の立場が明 らかに された。 「課税所得は、本来、税法、通達 という一連の別個の

そのうえ、「商法で税法 と企業会計原則 との調整は短時 日 体系のみによって構成 されるものではな く、税法以前の

には解決が困難であるが、将来 とも更に関係者間で実際的 概念や原理 を前提 としているといわねばならない。絶 え

調整について研究するよう求めたい。」 との提案が なされ ず流動す る社会経済事象 を反映する課税所得 につ いて

た。注5は 、税法独 自の規制の加 えられるべ き分野が存在す るこ

企業会計原則におけるこのような立場は、商法にも徐々 とも当然であるが、税法において完結的にこれを規制す

に反映 されるようになっていった。注6る よりも、適切に運用 されている会計慣行にゆだねるこ

他方、法人税法においては、連年にわたる改正で制度自 との方がよ り適当 と思われる部分が相当多い。このよう

体が複雑化 し、その簡素化 を求め る声 も強 まっていた。 な観点を明 らかにす るため、税法において課税所得は、

このような流れをふまえ、昭和41年10月17日 に公表され 納税者たる企業が継続 して運用する健全な会計慣行によ

た 「税法 と企業会計 との調整に関する意見書(大 蔵省企業 って計算す る旨の基本規定を設けるとともに、税法にお

会計審議会中間報告)」では、例 えば、法人税法の総則的規 いては、企業会計に関する計算:原理規定は除外 して、必

定 として、「納税者の各事業年度の課税所得は、納税者が継 要最小限度の税法独 自の計算原理 を規定することが適 当

続的に健全 な会計慣行によって企業利益を算出 している場 である。なお、これ と関連 して、納税者が事前に定めた

合には、当該企業利益に基づいて計算する旨の規定を設け 会計処理手続について税務 当局に確認を求め、これによ

ることが適当である。」 旨の提言がなされた。注7る 会計処理は税務調査上是認 されることとすることによ

また、これ と並行 して、税制調査会 でも、税制簡素化に って、できる限 り調査上の問題 を少なくする方法 を研究

向けた検討が行われ、昭和42年2月 の答申で次の様な提言 すべ きである。」

がなされた。注8そ の結果、昭和42年 の法人税法改正時に、法人税法22

税制簡素化についての第一次答申 条第4項 に、次のような規定が新たに設けられることと

第3、 一、1、1(1)(ウ)課 税所得の計算の弾力化一商法、企 なった。

業の会計慣行等 との開差の縮小 「第2項 に規定する当該事業年度の収益の額及び前各

「税法、通達の規定の下に計算される課税所得 と商法、 号に掲げる額は、一般に公正妥当と認め られる会計処理

企業の会計慣行等に基づいて算定 される企業利益 との問 の基準に従って計算されるものとする。」

に開差 を生 じていることに由来す る税制及び税務調査上

の複雑 さを減少させ るため、税法の課税所得の計算は、

できる限り商法や企業の会計慣行等 との間に差異を生 じな

/

」

注5ち なみ に、同意 見書 では、両 者 の間 で この よ うな差異 が生 ず るの は、税 法 で は、租 税 政策上 、所得 であ って も免税 とされ る もの

が あ る こ と、 また 、会計 上 の非 所得 であ って も課税 され る もの が あ るこ とな どに よる もの であ る と して、その差 異 の諸原 因 を次 の

6つ に要 約 してい る。

① 企業 の損益 計 算 にお いて は、当 然総 収益 を構 成 す る要 素 た るあ る種 の 所得 項 目が、租税 政 策上 の理 由 で課税 を免 ぜ られ る場合

があ るこ と。

② 企業 の損益 計 算 にお いて は、総収 益 を構 成せ ず した が って所得 として 計上 され な い あ る種 の項 目が 、税 法上 課税 の対 象 とな る

場 合 が あ るこ と。

③ 収益 の年度 所属(タ イ ミング)に 関す る判 断に つ いて、 企業 目的 のため の会 計 と、租 税 目的 のた めの計 算 との 間に差 異 の生 ず

る場合 があ るこ と。す な わ ち企業 の損益 計 算上 あ る会 計期 間 に繰 延 べ られ た収益 項 目に 関 して、税 法上 これ と異 な る年 度 所属 の

解 釈 が成 立 す る場合 であ る。

④ 企 業 目的上 総 収益 に 負担せ しめ るべ き費 用項 目を、租 税 目的上 総 収益 か ら控 除 す る こ とを否 認 す る場 合 が あ るこ と。

⑤ 企 業 目的上 費 用 を構成 しな いあ る種 の項 目を、租 税 目的上 総収 益 か ら控 除 す るこ とを是 認す る場合 が あ るこ と。

注6同 前 意見 書 二

注7そ の 結果 、例 えば商 法32条 第2項 に 「商業帳 簿 の作 成 に関す る規 定 の解釈 に つ いては 「公正 な る会 計慣行 を勘酌 すべ し」 とい う

規定 が新 たに 設け られ た。

注8同 意 見書 総 論 、一、1、(3)

注9税 制 簡素 化 につ い ての 第一 次答 申(第3、 税 制 簡素 化 の ための具 体 的措 置、一、1、1、(1)(ウ))
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法人税(特 に税務会計)と 企業会計の相互関係(統 合か別の道かP)

税務サイ ドの問題意識 と対応

2.そ の 後 の 流 れ 及 び 最 近 生 じ て い る 問 税務の観点か らすれば、 リース契線 こ基づいた税務処理

題 点 をそのまま認めることとした場合には、支払 リース料 を操

作することにより、資産の借手又は貸手が利益操作(税 務

法人税法にこのような規定が設け られたことにより、課 的にいえば所得操作)が 自由自在にできる結果 となってし

税所得の計算に関 しては、企業会計の処理をベースにしつ まう。

つ、課税の公平又は課税対策上の必要性等により規定され 例 えば、 リース期間を当該 リー ス資産の耐用手数 よりも

た別段の定めがある場合にのみ所要の修正がなされること 著 しく短 く設定をす ることにより、貸手は費用の前倒 し計

とな り、法人の所得計算事務負担が大幅に軽減された。 上が可能になる。他方、貸手にとっては、投下資金の早期

そ して、法人税の課税所得の計算 をする際、法人の確定 回収が可能 となる。それに対 し、 リース期間を法定耐用年

した決算に基づいてそれを計算 し、申告する方式、いわゆ 数 よりも著 しく長 く設定 した場合には、貸手にとっては、

る確定決算基準方式が定着 した。(同 法74条 第1項)注lo通 常の リース料 よりも安 い料金で当該資産の リースを受け

しか し、確定決算基準については、課税所得の計算を企 ることが可能になる。また、 これを貸手サイ ドからみた場

業会計に依存するといいながら、実際には税務縦横の制限 合には、所有資産について法定耐用年数による償却を行い

があることによってかえって企業会計の自主性 をゆがめて ながら、毎年受け取 るリース料が少な くすることがで きる

い るのでは ないか として、その改善 を求め る意見 があ ため、結果的に費用の前倒 し計上ができるということにな

る。注11る 。さらに、貸手は、これらの資産購入に要す る資金 を借

他方、税務会計は本来税収の確保 を前提 とした制度であ 入金でまかなうことにより、支払利子についても損金計上

り、企業会計 とはその 目的 を異にしているのであるから、 が可能になる。(い わゆるレバ リッジ)

両者に差があるのは当然であ り、両者はそれぞれ独 自であ このように、 リース取引については、租税回避手段 とし

って差 し支 えないし、 もし必要であれば企業会計サイ ドか て活用 されるなど課税上弊害がみられた。そこで、昭和53

ら歩み寄 るべきであるとの意見 も見 られる。注12年 に個別通達により、耐用年数よりも著 しく短い リース期

特に、両者の考え方に差が生 じてくるのが、キャッシュ・ 間によっている リース取引について一定の規制が加えられ

フローに対する処理 をめ ぐってである。 た。すなわち、

(1)リ ース取引 イ.り 一ス期間経過後にその リース物件 を無償又は名 目的

その契機 となったのが、 リース取引に対す る取扱いであ な対価により賃借人に譲渡することとしているものにつ

る。周知のように、 リース取引は、資産を購入することに ・ いては、当該 リース物件 を引き渡 した ときに売買があっ

代 えて賃借 し、資産の借手が貸手に賃借料 を支払 うとい う たもの とみなす。

形 で成立する。そ して、 リース期間を耐用年数よりも短 く ロ.リ ース期間が リース物件の耐用年数 よりも著 しく短 い

したり長 くした りすることによって借手又は貸手の キャ ッ(100分 の30如 何、ただし、耐用年数10年 以上の ものにあ

シュ ・フロー を自由 自在に変えることが可能である。 っては100分 の50以 下)も のについては、契約時に売買 と

そこで、企業会計上、その会計処理及び開示をどのよう すれか リース料の一部 を前払い費用 とする。

にす るか という点で議論があり、会計士協会から意見書及 ハ.中 古資産のセールス ・アン ド・リースバ ックについて

びそれをふまえた実務指針が公表 された。注'3は 、譲渡はなかったもの として取 り扱 う。

注10ち なみ に、法 人税 法74条 第2項 では 次に様 に規 定 されて い る。「法人 は、各事 業年 度終 了の 日の翌 日か ら2月 以 内 に税務 署 長に 対

し、 確 定 した決 算 に基づ き申告 書 を提 出 しなけれ ば な らない。」(下 線部 分:川 田強 調)こ こでい う 「確 定 決算 」とは、∴般 的に は、

その事業 年 度 の決算 につ き、株 主 総会 の承 認、総社 員 の 同意、その他 の手 続 きに よ る承 認 を受 け た決算 を い う もの と解 され て い る。

(個基本 通達314)商 洗 で も、会社 の取 締役 は、決算 書 等の 計算 書類 を株 主総 会 に提 出 して、その承 認 を受 け な けれ ば な らない とさ

れ て い る。(商 法283条 の12.2項)た だ、実 務上 にお いて は、株 主総 会 の承 認 を経 る こ とな く確 定 申告 書が 作成 され、提 出 され て

い る例 も多い。 したが っ て、 これ らの 申告 書 につ い て も、 税務 上 は有効 として取 り扱 われ てい る。

注11例 えば、新 税 法調 整意 見書 で は、次 に よ うな提 言 が な されて い る。(同 意 見 書総論 、一 、2.(3))「 税 法 の'各種 の規制 は、企業 会

計 をゆがめ 、ま た企 業 の実体 に即 応 しない結 果 を生 ぜ しめ るの で、これ を大 幅 に緩和 す るこ と とし、可 能 な限 り課税 所得 の 計算 を

継 続性 を重視 した企 業 の 自主 的 判断 に基づ く適正 な会 計処 理 に ゆだ ね るこ と とす るのが 適 当で あ る。」

注12例 えば、 宮 島 洋 「税務 論 か らみ た確 定 決算 主義 と申告調 整 主義」(租 税研 究No.528(平 成5年10月 号 、47頁)〉

注13「 リー ス取 引 に係 る会計 基準 に係 る意見 書」(平 成5年6月17日 企 業会 計審 議会 第 一部 会)及 び 「リー ス取 引 の会 計及 び開 示 に関

す る実務 指 針」(平 成6年1月18日 日本公 認会 計士 協会)
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これに対 し、納税者サイ ドでは、 リース期間を法定耐用 きてしまうことになる。

年数 よりも著 しく長い期間 とする リース取引を開発 し、こ この種の取引が最初に問題 とされたのは、課税の公平 を

れに対抗 した。そこで、これに対 して も、昭和63年 の通達 主 目的 とする税務においてである。すなわち、これ らの取

により一定の規制が加えられた。注14引 については、法形成のいかんにかかわらず実質上同じ状

しか し、 これ らの規制は、いずれ も通達レベルによるも 況にあるものについては同一に取 り扱 うべ しとす るため、

のであった。 そのため、租税回避防止策 としてどの程度 ま 税務上統一 した取扱いを示す必要があった。 そこで、平成

で法的拘束力を有するのかという点について疑問が呈され10年10月30日 付のいわゆるデ リバティブ取引通達(正 式名

ていた。 称は「金融高値に関す る法人税の取扱いについて」)により、

そこで、平成10年 度の税制改正(法 人税法施行法令136条 次のような基本的な方針が示 された。

の3)に より、 リース取引の規則について法的手当てがな イ.経 済実態が同一の取引については同一の課税を行 う。

された。 これにより、法令上 リース取引の定義が明 らかに ロ.国 際的な課税 との調和 を図る。

され るとともに、そのうち売買取引として取 り扱われるも ハ.課 税者、納税者双方に とっての実行可能性に配慮する。

の と金融取引 として扱われ るものの範囲が明確 となった。 二.恣 意的な期 間損金操作 を排除する。 その結果、従来非

その結果、損金処理等の観点 もあって、会計処理の面でも 課税 とされていたものの うちのいくつかについて新たに

これに準 じた処理が一般化す るようになった。 課税対象に取 り込 まれた。

しか し、会計処理のオフバ ランス処理 を認めないことと しか し、 これについても、通達 レベル で課税上の取扱い

しているものについて、税務上特段の処理は求めていない。 を変更するのは問題であるとの批判があった。そこで、平

したが って、これらの点 をめ ぐって両者間で今後その取扱 成11年 の法令改正により、同通達の内容が法令に格上げさ

いについて再度問題が生 じて くる可能性がある。 れた。注16

なお、 リース資産 をめ ぐっては、税務上一括損金算入が また、 これ と並行 して、企業会計サイ ドでも、金融商品

認め られ る少額資産(電 話アダプター)を 利用 した租税 回 に係 る新たな会計基準の設定等に向けて検討がなされ、そ

避事例があった。これについては、会計上は特に問題 とは の結果が 「金融商品に係 る会計基準」として公表 された。詫17

ならなかったが、税務上問題 とされ否認された。注'5こ のように、いくつかの問題点は生 じていたものの、 こ

(2)デ リバ ティブ取引 の辺までの段階においては、両者はそれなりに相互に相手

次に出現 したのがデ リバティブ取引である。この取引 も、 の考 え方等を受け入れる形で所要の調整がなされていた。

従来の取得原価主義及び発生主義の概念だけでは律 しされ しか し、商法改正及び不良債権処理に代表されるように、

ず、キャッシュ ・フロー的な考慮が必要 になって くる。 最近 では両者がそれぞれ別の道 を歩み始めるようになって

デ リバ ティブ取引の特色は、それがオフバランスで行わ きている。

れるとい う点である。例えば、通常の借入であれば、その(3)不 良債権処理

元本額がバ ランスシー ト上負値 として表示される。 それに その先駆けとなったのが、不良債権処理にからむ、債権

対 し、金利 リスクヘ ッジのために行 った金利スワップ取引 放棄 と債務の株式化(D .ES)及 び一般債務の劣後 ロー ン化

等は、バ ランスシー ト上記載 されない。 このようなことか(DD.S)に 対する税務処理 と会計処理の差異の発生であ

ら、企業 としては、元になる資金の流れを変えることなく、 る。

リスクをコン トロールするとともに、 自由にキャッシュ ・.イ.DebtEquitySwap(D.ES)

フローを作 ることが可能 になる。 不良債権処理 との関連で注目され、実務上においても

また、信用 リスクが想定元本の一部にすぎないため、資 多用された手法に、債権 を株式化す る手法(DebtEquity

本効率が高 く、少額 のコス トで大 きな収益を生むことが可Swap)が ある。

能である。 さらに、キャッシュ ・フロー と収益又は費用の この手法では、債権者サイ ドに とっては、不良債権化

発生 を自由に調整できる。 そのため、租税回避が簡単にで した債権 を貸倒損失等の リスクを表面化 させることなく

注14昭 和63年3月30日 直法2-7

注15少 額 資産 リー ス、国 税不 服 裁判 所 、平 成6年8月25日 付採 決 、平成5年12月15日 付 採 決(採 決事 例 集No .46、156頁 、及 びNo.47、

288頁)

注16具 体 的 内容 につ い て は、法 人税 法6条 の6及 び7参 照。

注17「 金 融商 品 に係 る会 計 基準 の 設定 に 関す る意見 書」(平 成11年1月22日 、 企業会 計 審議 会)

「金融 商 品 に係 る会 計 基準 」(平 成11年1月22日 、企 業会 計 審議 会)
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法人税(特 に税務会計)と 企業会計の相互関係(統 合か別の道か?)

有価証券たる株式に転換できるという点で大きなメリッ 時間がかかりすぎたという批判にもつながつたわけである。

トがある。特に、債権額が巨額にのぼ り、債権者サイ ド(4)金 庫株

で債権金額の一部について しか放棄す る体力がないよう 次いで、会計 と税務の間でね じれ現象が生 じたのが、商

な場合には、実質的な 「飛ば し」(損 失計上の先送 り)が 法改正、なかで も金庫株の処理をめ ぐってである。

可能になる。 このようなことから、つい最近まで、損失 平成13年 の商法改正で、それまで例外的にしか認め られ

の先送 り策 として、大手金融機関を始め多 くの債権者の ていなかった自己株の取引が、原則 として自由に認め られ

間でこの手法が多用されてきた。注18る ことになった。(商 法210条)

他方、債務者に とっては、返済義務のある債務 を自己 それにともない、それまで資産 の部に計上 されてきた自

資本に転換できる自己資本比率 を引き上げることが可能 己株については、実質的に資本の払い戻 しに当たるとい う

になる。特に、債務者サイ ドが時価債務超過状態にあり、 会計理論上の考 え方に基づ き、商法上 も会計上 も資本の部

新規融資を受けることが不可能な状況下においては、こ への計上が義務付けられ ることになった。X19

の手法によるメリッ トは極めて大 きい。 すなわち、商法及び企業会計上 では、この種の取引 を資

さらに、この手法は、税務上でいう資本等取引に該当 本等取引として位置付けたわけである。 しかし、税務上に

す るとされている。そのため、実質的には債務免除であ おいては、これを資本等取引 として扱った場合においては、

るに も拘わらず、当該転換分について益金計上が求めら 低価買取又は高価買取により、株主 と発行法人又は株主間

れず、繰越欠損がある場合には、それ をフルに活用でき で所得移転が可能になってしまう。

るというメリッ トがある。 例 えば、親 と子が株式 を所有する同族会社において、親

日.DebtDebtSwap(D.D.S)の 所有す る株式についてのみ低価 で買い入れた場合には、

不 良債権処理におけ るもうひ とつの実質先送 り手段 親(所 有株)→ 金庫株保有法人 → 子の資産増加 と

は、通常の債権 を他の債権 よりも劣後する所に変換する いう形で無税で資産移転が可能になって しまう。

手法である。 この手法は、債務 と債務 を交換することか 具体的には、親 と個が50つ つ出資 して設立 した法人で、

ら、DebtDebtSwapと い う名で呼ばれている。債権者 資産額200の 法人の株式を親が50で 法人に譲渡 したとする。

サイ ドか らすれば、不良債権化 している貸付金等 を永久 その結果、当該法人の株主は子だけになる。1そして、この

劣後 ローンの形に変更することが可能になる。 しかも相 手順 を経 るだけで親か ら子への資産移転が可能になるとい

手方は、当該変換分の2分 の1相 当額 は会計上 自己資本 うわけである。

に組み入れることが認められているため、 自己資本比率 そのため、税務上においては、例えば低価買入れの場合

がアップする。 したがってこの手法も不良貸付先隠しと であれば、買取側の法人に受贈益 を認識 させるとともに、

して有効 な手段である。 売却側に対 してもみなし配当及び譲渡益課税を行 うことが

他方、債務者側に とっては、劣後化 したローンについ 必要 となって くる。(所 法25条 ①五、描法37条 の10)

ては返済義務は負うものの、他の債務(ロ ーン)よ りも 同様に、個 人からの高価買入れの場合においては、買取

劣後するため、通常の債務 に比しその負担は軽減 される。 法人側に寄附金課税(法 法37条)、譲渡側に給与所得課税(所

また、その2分 の1相 当額 を自己資本 とす ることができ 法28条)や 譲渡所得課税等が必要になって くる。

るため、財務状況も大幅に改善 される。然 るに、この分 ⑤ 税効果会計

について も税務上においては、益金計上は義務付けられ 税効果会計は、公開会社の平成11年4月1日 以降に開始

ていないため、所得課 税 を受け ることもない。 する事業年度か ら強制適用 されている制度である。注20しか

税務 と会計におけるこのような取扱いの差異の存在は、持 し、ここで も会計 と税務の処理が異なる。 しか も、通常の

間をかけた不良債権の処理 を可能にした。その反面、処 理に 差異 と異な り、別表4に おける申告調整等による調整 もな

注18ち なみに 、会 計上 の取 扱 いにつ い ては 、次 に よ り処理 されて いた。 「デ ッハ ・エ ク イテ ィ・スワ ップの実行 時 に おけ る債権 者側 の

会計処 理 に 関す る実 務 上 の取扱 い」(平 成14年10月9日 、企業 会計 基準 委 員会 実務 対応 報告 第6号)

注19商 法計 算規 則 第34条 。これ を受 けて 、会 計上 に お いて はつ ぎに よ り処 理 基準 が 明 らかに され た。「自己株 式及 び法 定準備 会 の 取 り

崩 し等 に関 す る会 計基 準」(平 成14年2月21日 、企 業会 計基準 委員 会 、企 業会 計基 準 第1号)

注20税 効果 会計 は 、平成10年10月30日 付 で公 表 され た企業会 計 審議 会 の 「税効 果会 計 に係 る会計 基 準の設 定 に関す る意見 書」に基づ

くもの で ある。この意 見書 を受 け 、同年12月21日 付 で財務 諸会 規 則等 の一部 改 正 が行 われ 、公 開会社 につ い ては平 成11年4月1日

以降 に開 始す る事業 年 度 か ら強制適 用 とな った。 なお、 平成10年6月 に公 表 され.た「商 法 と企業会 計 の調 整に 関す る研 究会 の報 告

書」 で は、 すべ ての会 社 にお い て これ を適 用す るこ とが適 当で あ る旨が述 べ られ て い る。
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されていない。 したがって、たとえ企業会計士税効果会計 なる。

を導入 したとしても、課税所得には何 ら関係 してこない。 ただし、親会社がその子会社株式の受入価額(取 得価額)

例 えば、貸倒引当金の繰入超過等が100あ った場合におい を子会社 となる会社の法人株式の付 していた帳簿価額以下

ては、税率が40%と すると、税効果会計の下では、40の 繰 としていること、その他の要件 を充たす ときは、取得 した

越税金資産が生 じることになる。 しか し、税務上において 完全親会社株式の取得価額収益 を喪失 した完全子会社株式

は当期純利益 を増加 させるようなものではない。 したがっ の帳簿価額(原 価)と 同額 とす ることが定められている。

て、課税所得の金額には、税効果会計の適用をしたとして(描 法67条9)

も、しなかったとしても、基本的には変化 しない。 その結果、子会社の株式には譲渡損益 の発生はなかった

そもそも、企業会計及び商法でこの種の会計制度の導入 ものとなる。すなわち、子会社株式は次の仕訳だけをすれ

が叫ばれ るようになったのは、不良債権の増加等に苦 しむ ばよいということになる。

企業サイ ドか ら強い要望があったためである。 そして、そ 完全親会社株式/完全子会社株式(帳 簿価額)

の理論的根拠 となったのが、 この種の項 目は損益認識のタ(6)組 織再編

イ ミングの差に伴 うものであ り、将来の利益から回収可能 平成12年 の商法改正で組織再編を目的とした会社分割、

なのだか ら資産性があ るという考 え方である。 合併制度が創設された。これを受けて、法人税法において

しか し、前述 したように、これらの処理はあくまで会計 も、組織再編税制が導入された(商 法408条 以下)。 その結

上の ものであ り、税務的には課税所得 を増減させ る性質の 果、税制適格分割、合併が行われた場合には、被合併法人

ものではない。 このようなことから、法人税(税 務会計)等 の有する資産について減価引継ぎが認められるようにな

においては、税務会計 を適用 してもしな くて も、課税所得 った(法 人税法2条 十二号、同法施行分4の2(注))。

の金額 には影響 されないこととしている。注21他 方、企業会計においては、取得資産は時価により記帳

⑥ 株式交換 される。そこで、両者のこのような差異に着 目し、企業会

次に生 じた両者の乖離問題は、株式移転及び株式変換を 計上は多額の益出しをしてみて くれを良 くしながら、税務

め ぐってのそれである。 上は簿価引継ぎをして課税 を免れるとい う事例が頻発する

例えば、親会社が 自社株 を子会社株式 と交換 した場合、 ようになってきている。

会計的には、資本等取引であるため、原則 として次の様 な(注)ち なみに、税制適格組織再編 とは、次の要件 を充足

仕訳になる。*す る再編である。

子会社株式 資本金

資本準備金

株式交換交付金

自己株の帳簿価額

①株式以外の金銭等の交付がないこと

②分割型分割にあっては、分割法人の株主の持株数

の割合に応 じて分割承継法人の株式が交付 されるも

のであること

(7)連 結納税制度の採用
*子 会社の株主に とっては、これと逆の仕訳 となる。 両者間のズレをさらに大きくしたのが、法人税における

これに対 し、税務の処理は原則 として次の様になる。*連 結納税制度の導入(平 成14年7月)で ある。そもそも、

子会社株式 資本金

資本積立金

株式交換交付金

株式交換資産の帳簿価額

株式交換資産の譲渡損益

自己株式の帳簿価額

企業 グループを一体 としてみるべ しという考 え方は、企業

会計において発達 したアイデアである。

しかし、我が国において導入 された連結納税制度は、そ

の対象を100%子 会社である内国法人に限定 している。その

結果、連結財務諸表 でいう連結対象会社 とその範囲を大 き

く異にしている。これは、その対象 を外国法人まで拡大 し

た場合には、連結納税制度の導入の結果、本来国内に とど

*こ の場合 も子会社の株主にとっては
、これと逆の仕訳 と まるべき所得(及 びそれ らの所得 に対 して課 される税)が

注21た だ し、企 業会 計 と一 致 させ るため 、法 人税 申告 書の 別表4及 び別 表5で その調 整 が図 られ て い る。

注22「 固定 資産 の減 税 に係 る会 計 基準 の 設定 に関 す る意見 書」(平 成14年8月9日 、 企業会 計 審議 会)

「固 定 資産 の減 損 に係 る会 計 基準 」(同 上)

「固 定資 産 の減 損 に係 る会 計 基準 の適 用指 針」(平 成15年10月31日 、企業 会 計基 準委員 会 、企 業会 計基 準準 備指 針 第6号)

MBSReviewNo.1(8)



法人税(特 に税務会計)と 企業会計の相互関係(統 合か別の道か2)

国外に流出して しまうということを考:えれば当然の処置で

ある。

ただ、これによって企業会計 と税務に基本的な差異が生

じる結果 となったことは間違いない事実である。

(8)減 損会計

国際会計基準におけ る大きな流れをふ まえ、企業会計の

分野においては、平成18年3月 期から減損会計が適用 とさ

れる予定 となつそいる。注22その結果、それ らの減損処理が

税務上損金 として認め られるか否かに拘わらず、減損処理

をしなければならなくなる。他方、税務においては資産の

評価損 を計上 した としても、それが災害による減損等であ

る場合などを除き、原則として損金算入は認め られていな

い。(法 人税法33条)

その結果、 ここでも会計と税務が不一致 となってしまう

自体が生 じることとなった。

3.法 人税 と企業 会 計 との今 後 の関係

(あるべ き姿 を求 めて)

それでは、今後両者はどのような関係に変わってい くの

であろうか。 また、どのような関係が望まれるのであろう

か。

戦後20年 の歩みのように、今後両者を再び歩み寄 らせ る

のであろ うか。それ とも米国などのように、両者は完全に

別の道 を歩む もの と考 えるべきなのであろうか。最近の動

きをみてみると、両者は徐々にではあるが、』独 自の道を歩

みつつあるようにみえる。

しか し、これまでの長い歴史をふ りかえってみれば、米

国のように両者が完全に別の道を歩む とは考 えにくい。米

国流の流れは、突極的に現行の確定決算zの 放棄iにもつ

なが りかねない。 それは、最近におけるエ ンロン問題に代

表される様 な税務 と会計の完全分離 を利用 した不正事案の

発達か らみて も好 ましいことではない。 したがって、ある

べ き方向 としては、現行の確定決算 をベースに しつつ、例

えば、減損会計のように企業会計の中で新たにスター トし

た制度については、公平性 という税務の基本スタンスから

会計分野における成熟度 をみっつ、課税上弊害がないと認

められた段階において税務に取 り入れていくという方向が

望 ましい。

その意味でも、かつて行われていた 「税法と会計の調整

に関す る意見書」のような形での両者サイ ドの意見交換が

望 まれる。

(9)MBSReviewNo.]


